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はじめに

本書は常に作業現場の施工コスト削減を担っている、現場代理人のお役に立てるように書き上げ

た実用書です。

今まで多くの現場を担当してきたベテラン現場代理人が持っている「経験と知識」を、できるだ

け理解しやすく説明しました。ベテラン現場代理人が退職してしまうと、彼らが持っているコスト

削減の「知識や情報」といった、言葉で言い表すことができない「ノウハウ」が失われてしまいま

す。本書は、ベテラン現場代理人の「ノウハウ」を建設会社全体で共有し、有効に活用することで

企業の業績を上げよう、という経営手法を解説したものです。これは「KM」と略される「ナレッ

ジマネジメント（知識管理）」というマネジメント手法です。本書では、あまり言語化することが

できない「暗黙知」とされる「工事原価管理の知識・情報」である経験則や仕事のノウハウを、製

造業の視点で数値化、データ化して説明しました。

本書はベテラン現場代理人が持っていた「コスト削減の経験と知識」を建設会社に浸透させるこ

とを目的にしています。一方で、製造業が実施している技術や経理の知識を応用して、建設会社全

体の生産性の向上、意思決定スピードの向上、業務の改善、若い現場代理人の能力の育成を実現さ

せることも目的にしています。

本書をお読みいただければ、ご理解いただけると思いますが、書かれている内容は、現場代理人

個人の管理技術を建設会社の全体の技術として活かし、援助する仕組みです。ベテラン現場代理人

が持っている作業現場の管理知識を建設会社全体で共有し、施工管理に適用することで企業力を高

めます。製造業が実施している技術や経理の知識を応用し、若い現場代理人や経験の浅い現場代理

人が、より新たな建設技術を会得し工夫を加える、そのようなプロセスを継続して建設会社に伝え

るシステムなどを説明します。

そのため、本書の工事原価管理の説明には、建設技術用語以外に工事原価管理に必要な「経営工

学」「マネジメント技術」「工業簿記」などの専門用語を使用していますが、できるだけわかりやす

く建設事業者の言葉に換えて表現しました。特に、説明を明確にするために筆者独自の造語も加え

てあります。

なお、本書は「工事原価管理の知識・情報」ですから、読者の都合により、どこから読みはじめ

ても理解できるように「企業編」と「技術者編」に分けてあります。読者の担当される部門で、欲

しい「工事原価管理の知識・情報」のみを「概要」や「詳細」で読むことができるようにもしてい

ます。また、その知識を会得するに必要な関連知識や、工事原価管理の知識を自然に「参照」でき

るようにしました。「企業」と「技術者」が発注者から良好な評価を受けられるように編集しました。

平成 27年吉日

小久保　優　書籍のコピー，スキャン，デジタル化等による複製は，
著作権法上での例外を除き禁じられています．
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第1章

建設会社がつくる
工事原価管理システムとは

（企業編／概要論）

　「企業編／概要論」では工事原価管理システムの概要とその必要性を説明します。また、建設会

社が利益を得るために技術以外の基本的な知識も説明します。

1.1　利益を得るために必要な工事原価管理システムとは

（1）建設業の置かれた社会的な状況

工事原価管理が必要とされる背景は、建設業が置かれた社会的な状況にあります。建設業は労働

生産性は低く、ここ最近は建設投資が減少しているため、建設業者数は減少傾向にあります。また、

建設業は年間賃金総支払額は少なく、年間総労働時間は多いため、建設就業者数も減少しています。

建設業が置かれた社会的な状況を以下にまとめます。

◎  ここ 10年間の日本の全産業の労働生産性は、6.97（百万円／人）から 7.69と 2割強上昇しま

した。しかし、建設業の労働生産性は 7.00（百万円／人）から 5.56に減少しています。

◎  建設業の利益率は、平成 4年度の 4％から平成 23年度には 1.4％に低下しましたが、平成 26

年度は 2.4％に増加し、ここ数年は回復基調です。ただ全産業の 3.5％前後に比べまだ低い水

工事原価管理が必要とされる背景
工事原価管理が必要とされる背景は建設業の置かれた社会的な状況にあります。建設会社は建設

投資が減少しているなか、売上高を拡大することはとても困難です。そこで工事原価を削減する

ことで利益を確保するしかありません。また、「品確法」が制定され、品質を確保しつつ利益率

を向上させることが求められるようになりました。そのためにも工事原価管理は重要なのです。

ポイント 1
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準で、特に規模が小さい建設会社の利益率が低迷している状況です。

◎  平成 26年度の建設投資（名目値）の見通しは約 48兆円です。ピークであった平成 4年度の

約 84兆円と比較して約 4割以上（43％）減少しています。

◎  平成 25年末の建設業者数（許可業者数：約 47万社）はピークであった平成 11年度（許可業

者数：約 60万社）より 22％減少しています。建設業者数の減少に合わせて、平成 26年度の

技能労働者数は 341万人で、ピークであった平成 9年度 455万人より 25％減少しています。

◎  全産業の平均値と比較した建設業の雇用労働条件は、年間賃金総支給額は少なく（平成 26年

度の建設業男性の年収 408万円。それに対し製造業は 461万円。12％低い水準）、年間総労働

時間は多い状況です。

◎  平成 26年度の建設就業者数は 505万人でピーク時の平成 9年度 685万人より 26％減少してい

ます。建設就業者数の約 34％が 55歳以上で、29歳以下は約 11％と高齢化が進行し、次世代

への技術継承が課題となっています。

◎  建設業は、建設投資の急激な減少などにより、ダンピング受注や下請人へのしわ寄せなどが

横行し、離職者の増加、構造的な問題が発生しています。

◎  国土交通省では、建設業の総合的な人材確保・育成対策として、技能者の処遇改善、女性の

さらなる活躍、若手の早期活躍の推進、建設生産システムの省力化・効率化・高度化が進め

らています。

建設会社は建設投資が減少しているなか、売上高を拡大することはとても困難です。そこで工事

原価を削減することで利益を確保するしかありません。

（2）公共工事の品質確保の促進に関する法律（品確法）の制定

平成 17年 3月 31日、「公共工事の品質確保の促進に関する法律」（公共工事品確法、または単に

品確法）が制定されました。公共事業の品質確保のための基本理念、基本方針を明記し、品質確保

の促進を図ることが目的です。それにより発注者は入札参加希望者（受注者）の技術的能力を審査

することが義務づけられるようになりました。品確法における受注者の対応を以下にまとめます。

◎  発注者は発注関係事務を適切に実施する責務があります。受注者はそれに対応しなければな

りません。

◎  発注者は、入札参加希望者（受注者）の技術的能力を審査することを義務づけられるように

なりました。

◎  入札参加希望者（受注者）の技術的能力の審査には、総合評価方式の入札が採用されるよう

になりました。

◎  発注者は、入札参加希望者（受注者）に対し、技術提案を求めるよう努めなければなりません。

受注者からの技術提案を適切に審査、評価し、技術提案の改善を求め、改善を提案する機会

を与えます。

◎受注者は工事を適正に実施し、かつ技術的能力の向上に努めなければなりません。

現場代理人は、工事を適正に実施し、技術的能力の向上に努め、かつ会社に対し利益を増やすよ
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うにしなければならないことを意味しています。そのためにも工事原価管理は重要なのです。

建設会社は、建設投資が減少しているなかで利益を増やすことを、もう少し具体的に考える必要

があります。財務諸表を見れば工事原価を管理できる、なんて言っている経営者では、会社の将来

が心配です。工事原価管理は、技術部のみならず、全社的な対応が求められる重要な工事管理です。

建設会社の利益は次のように定義できます。

◎  営業利益とは、「建設会社の本業での儲け」を表す数値です。基本的に、売上（工事）総利益

（粗利益）から一般管理費、営業に関する諸経費を差し引いた数値です。

　＊売上（工事）総利益（粗利益）＝売上高（完成工事高）－工事原価

　　営業利益＝売上（工事）総利益（粗利益）－（一般管理費±営業損益）

　　　　　　＝売上高（完成工事高）－工事原価－（一般管理費±営業損益）

◎  経常利益（純利益）とは、「1年間の利益」を表す数値で、営業利益に「本業以外での収支（営

業外損益）を増減」した数値です。具体的には、営業利益に金融機関からの借入金や預金の

利息を加味した数値です。

　＊経常利益（純利益）＝営業利益±営業外損益

　　　　　　＝売上高（完成工事高）－工事原価－（一般管理費±営業損益）±営業外損益

この定義から、建設会社の売上（工事）総利益（粗利益）を増やすには、売上高（完成工事高）

を拡大する方法と工事原価を削減する方法があります。

最近の建設投資（名目値）の減少や、規模の大小、元請・下請を問わず、建設産業の労働生産性

の低さから、売上高（完成工事高）を拡大することは困難な状況です。

結局、建設会社の売上（工事）総利益（粗利益）を増やすには、工事原価を減らすのが効果的な

ことに異論がないはずです。一口に「工事原価を減らす」と言っても一朝一夕に実現するものでは

ありません。売上（工事）総利益（粗利益）を増やすには、まず建設工事での経費の発生源に着目

することです。ただ、受注減少によって、人員を削減したり給与を引き下げるのはあまり好ましい

ものではありません。確かに、施工に対する作業員が減れば、人件費はもちろん、各種の福利厚生

費や旅費交通費等も結果として削減されます。物（固定資産等）が減れば、減価償却費、固定資産税、

修繕維持費や保険料などが自然に削減されます。金（借入金）が減れば、支払利息という固定費が

削減され、元金返済も少なくなりますので資金繰りも楽になります。ただし、一時的なものです。

　「工事原価を減らす」には、まずは工事原価の内訳を明確にして、中長期的な視点で建設会社と

技術者が対策を講じていくことが大切です。

ポイント 2
工事原価の定義と粗利益の関係
工事原価とは、「材料費」「労務費」「外注費」「経費（機械、運搬費等を含む）」をいいます。建

設会社の課題は、粗利益を増やすことです。「粗利益を増やす」対策は、「現場代理人の地道な努

力」と「会社のバックアップ」で、工事原価を減らすことと考えてよいでしょう。
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工事原価とは、土木施設や建築物等の建設事業を実施するために、必要とする資材の「財貨」や

管理などの「サービス」の金額と考えればよいでしょう。受注した建設工事の完遂に伴い発生する

経済的な価値犠牲（経済的犠牲を伴って投下される効用）であり、当該工事の収益によって直接的

に負担することが妥当と判断される原価をいいます。

工事原価がどのような形態であるかによって、原価三要素から材料費、労務費、経費に分類でき

ます。建設業法施行規則別記様式第一五号「完成工事原価報告書」による分類では、「Ⅰ材料費」、

「Ⅱ労務費」、「Ⅲ外注費」、「Ⅳ経費」、（うち人件費）となっています。

よって、工事原価「材料費」「労務費」「外注費」「経費（機械、運搬費等を含む）」を減らし、粗

利益を増やすことが原価管理と考えてよいでしょう。そして、現実に工事を担当している、現場代

理人の「地道な努力」を「会社全体でバックアップ」することが大切です。

　「工事原価を減らす」ために重要なことは、社員全員のコスト意識の徹底です。企業存立のため

にはコストダウンが欠かせないことを日ごろから社員に伝え、全社員が協力してコストをダウンす

るようトップは指導力を発揮すべきです。「工事原価を減らす」仕組みを徹底させることが大切で

す。予算管理は常にゼロベースで設定するとともに、予算と実績の差を毎日、毎週、毎月ごとに管

理して、「粗利益を増やす」ことに日常的に取り組むようにします。

工事原価：「労務費」「材料費」「外注費」「経費（機械、運搬費等を含む）」

工事原価を下げる（トップが指導力を発揮）

現場代理人の地道な努力 会社のバックアップ

企業存立のためのコストダウン

社員全員のコスト意識の徹底

1

2

3 粗利益が増える（予算と実積の差を毎日、毎週、毎月ごとの管理）

工事原価管理フロー図

工事原価管理が十分に機能しない理由
工事原価管理が十分に機能しない理由は、「施工計画が不十分」で「工事原価管理を現場事務所

（作業所）の努力のみに依存」して「建設会社の施工計画会議（技術部門）が効果的に機能して

いない」からです。それぞれ「現場代理人の問題」と「企業の問題」があります。

工事原価管理が十分に機能しないと、工事を適正に実施できず、受注者の技術的能力の向上が適

切に評価されません。最近では、品確法により受注者の技術的能力の審査などを発注者に義務づ

けているので、工事原価管理を十分に機能させるよう検討すべきです。

ポイント 3
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現場代理人が作成する工事作業日報は、ただの結果報告の資料に終わっていませんか。工事は予

算原価にどおりに進んでいますか。今後、工事原価がどうなりそうか把握していますか。粗利益は

どのくらいになるか考えていますか。

工事原価管理が十分に機能しない理由は、「施工計画が不十分」「工事原価管理を現場事務所（作

業所）の努力のみに依存」「建設会社の施工計画会議（技術部門）が効果的に機能していない」な

どが考えられ、それぞれ「現場代理人の問題」と「企業の問題」があります。

工事原価管理が十分でないことで、経営者が期待していた粗利益を得られません。「現場代理人

の問題」「企業の問題」といった本質的な課題を解決することが肝心です。

もし作業現場で赤字が発生していたら、会社の建設簿記が工事ごとに請求書を集計し、経営者が

施工状況を把握し、1ヶ月ごとに施工を改善する方式では、指示の遅れにより発生する利益の損失

を取り返すことができません。

品確法により受注者の技術的能力の審査などが義務づけられ、「工事の適正な実施」かつ「技術

的能力の向上」からも工事原価管理を検討すべきです。

発注者からは技術提案やその改善も求められます。技術提案の改善には、工事原価管理を十分に

機能させる、「現場代理人の地道な努力」と「会社のバックアップ」が不可欠です。

工事原価管理が十分に機能しない理由
工事原価管理が十分に
機能しない理由

現場代理人の問題 企業の問題

施工計画が不十分 ◎担当者の能力不足 ◎  施工計画の立案作成を担当する現場代理人任せにし
ている

◎  担当者が施工計画の相談をできず、施工計画作成の
ための時間不足となる

◎  工事原価低減策に必要な情
報の不足

◎工事原価管理の情報システムが整備されていない
◎  工事原価管理に必要な知識や対策ツールの情報源を
確保していない

工事原価管理を現場事務
所（作業所）の努力のみ
に依存

◎  効果的な工事原価低減策が
会社から示されていない

◎社内に具体的な工事原価低減ツールがない

◎支援の仕組みの確立、人材が整備されていない

◎  形式的な日報や請求書だけ
で実行予算を管理している

◎  工事別実行予算から予算原価を捉えていて、要素別
実行予算を実施していない

建設会社の施工計画会議
（技術部門）が効果的に
機能していない

◎  作業現場からの報告が不十
分

◎  作業現場からの工事原価管理の問題点の報告が不十
分で、明確な指示ができない

◎  施工計画会議の雰囲気が堅苦しく、現場代理人は、
気軽に問題を相談できない。

◎  作業現場からの報告を把握
していない

◎  工事作業日報や実施工程表と予算原価管理の評価内
容を前もって理解していない

◎  施工計画会議で作業現場の問題点のフォローアップ
指示ができないなど、会議の人選が適切でない
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建設事業は、設計図書に基づいた工事請負契約の仕様書により、示された出来形と品質が確保さ

れた工作物を構築することです。建設事業は作業現場ごとに損益を計算して工事原価を算出します。

建設事業のような原価計算を「個別原価計算」といいます。したがって、個別原価計算では、施工

方法や作業方法などを、発注者の了解を得ずに、勝手に変更することは、工事原価管理ではなく契

約違反行為にあたり、処分の対象となります。

作業現場のもうけとは、「個別原価計算」で現場代理人に与えられた予算（予算原価）から支出

を管理（発生原価）して残った金額（粗利益）です。現場代理人が管理して残った金額から建設会

社の経費を引いた金額が純利益です。これは「現場代理人の地道な努力」と「会社のバックアップ」

から得られた結果です。工事原価管理はマネジメントシステムです。

事前の計画や調査は慎重に行ない、工期中はみだりに設計変更の必要が生じないよう十分に注意

して工事に専念します。事前の計画や調査以外の不確定な条件、予期し得ない事情の発生で、設計

図書を変更せざる得ない場合に限り、設計変更を行います。

（1）施工方法や作業方法等の設計変更とは

受注者が発注者（監督職員）と協議することなく、勝手に施工方法や作業方法などを変更するこ

とは、「工事請負契約書」「土木工事共通仕様書」「土木工事特別仕様書記載例」「土木工事施工管理

1

2

3

予算原価（「労務費」「材料費」「外注費」「経費」）

個別原価計算による管理

現場代理人の地道な努力 会社のバックアップ

勝手に工法変更できない

発生原価（「労務費」「材料費」「外注費」「経費」）を下げる

粗利益が増える（設計変更を最小限に予算管理）

工事原価管理はマネジメントシステム

発注者の了解を得ない施工方法等の変更は契約違反行為
施工方法や作業方法などを、発注者の了解を得ずに、勝手に変更することは、工事原価管理では

なく契約違反行為にあたり、処分の対象となります。

工事原価管理はマネジメントシステムです。支出を管理（発生原価）して残った金額（粗利益）

は、「現場代理人の地道な努力」と「会社のバックアップ」から得られた結果です。

ポイント 4
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基準等」に違反する行為です。以下に示す施工方法や作業方法などの変更は、「個別原価計算」の

工事原価管理の成果ではなく、契約違反行為です。

◎  監督職員との協議なく、設計図書に示された施工方法や作業方法の見直しを行うこと。受注

者が独自に、使用機械の大型化や作業規模に応じた種類や規格を用い、運搬計画の見直しな

どより、エネルギーの効率的利用やエネルギーの消費抑制を行うこと。水質汚濁の少ない工

法に勝手に変更すること。

◎  仕様書や指針、設計図書に従わず、監督職員との協議も行わず、発生した残余資材と建設副

産物の再利用、生コンクリートやアスファルト・コンクリートの廃棄の抑制、仮設材等の再

利用と長期有効利用、舗設や植樹の散水に排水利用、雨水の浸透升等を導入すること。

◎  受注者が独自に仕様書や条例等、物品等の調達に係る方針に従わず、基準等を作成すること。

契約時に設計図書に従わない材料承諾願いの物品リストを作成すること。施工中に監督職員

の承諾や検査を得ないで資材を購入し使用すること。

◎  受注者が独自に、契約時の工程表のアクティビティやアロー、フロートなどを見直して契約

上の施工期間を短縮すること。契約時に提出した基本工程表に対し、監督職員の協議や検査・

承諾を得ないで、資源の有効利用と称して、実施工程表を変更し、天候、季節に左右される

工種の同種工事の同時期施工など工事原価削減の視点のみで最適時期に施工すること。

契約時に、工事契約約款第 18条で設計図書等を再チェックします。これは元請人が施工方法や

作業方法等を設計変更することや資材発注での残余資材の発生を防止するためではなく、受注者が

契約上に義務づけられた出来形や品質管理を実施するための重要な作業です。設計図書等の再

チェックは、発注者、受注者の双方の利益から判断すべきです。

一方で、監督職員の協議や承諾を得ないで、実績もなく出来形管理と品質管理の基準に対するよ

り高い精度の自主基準による上乗せの設定をすることは不経済です。また、仕様書や指針、設計図

書に従わず、土工量も考慮せずに本格的な普及には至っていない情報化施工の導入等の新技術で作

業現場を惑わすような施工計画を立てるようなことも、建設会社に余分な費用をかけるだけで、愚

かな行為です。

（2）施工管理の位置づけ

元請人は施工管理を適正に行うという契約上の責務を負っています。施工管理の「成果」は、所

要の「品質」や「出来形」が得られた工作物です。工事の竣工とは、監督職員（公共工事は検査

課）に「成果」の検査を受けて工事の完成が認められたことをいいます。検査課長が行う随時検査

とは、不良工事の防止などのため、工事の施工の途中における現場の施工体制、安全管理、品質管

理などを抜打ち的に検査するものです。随時検査の実施時期は、工事の進捗状況を考慮し、適切な

時期に行うものとされています。随時検査は、請負者（現場代理人、主任（監理）技術者を含む）

に事前通告することなく行うものとされています。

施工管理とは、工事請負契約書、土木工事共通仕様書、土木工事特別仕様書記載例、土木工事施

工管理基準などにおいては、次のように規定されています。
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